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6.2 3 次元部材モデルに基づく層剛性の算出 
 前章で等価せん断型モデルは，全層において層剛性を精度

良く算出できることを確認した。本章では，J2 棟を再現した

3 次元部材モデルを用いて，静的解析および動的解析を行い，

それぞれの層剛性を比較し，地震応答時の建物剛性の算出手

法の検討を行う。 
 静的解析の層剛性は，静的弾性解析により求めた層せん断

力と層間変形から算出される。動的解析の層剛性は，層せん

断力および層間変形の履歴曲線から最小二乗法により算出

される（4 章，前述）。入力地震動は，三陸沖地震，茨城県

沖地震，静岡県東部地震である。 

 図 10 に 3 次元部材モデルを用いたときの，X，Y 方向それ

ぞれにおける静的解析時の層剛性（以下， iS K ）および動的

解析時の層剛性（以下， iD K ）とそれらの比率 iSiD KK を示

す。図 10(a)より，免震層の iK は iS K と概ね一致することが

確認できる。上部構造のX方向における 16層以下の iD K は，

iS K と良い対応を示すが，16 層よりも上層になるにつれて誤

差が大きくなり，最上層で約 45%剛性を小さく評価している

ことが確認できる。一方，図 10(b)の Y 方向における 18 層以

下の iD K は， iS K と良い対応を示すが 18 層よりも上層にな

るにつれて誤差が大きくなり，最上層で約 20%剛性を小さく

評価していることが確認できる。次に，高次モードの影響の

有無を確認するために固有周期を 3 次元部材モデルの 1 次固

有周期と同じに設定した正弦波を用いて分析を行う。図 10

より，正弦波を入力した場合においても他の 3 波と同様の結

果が得られたことから，静的解析結果と動的解析結果に誤差

が生じる理由は高次モードの影響ではないことが分かった。 

7. まとめ 

 本報では，実建物の地震応答時における層剛性を応答加速

度および設計質量から算出する手法の妥当性を確認するた

めに，東京工業大学 J2 棟を再現した多質点等価せん断型モ

デルおよび 3 次元部材モデルを用いて，免震層および上部構

造の層剛性を設計値と比較した。以下に得られた知見を示す。 
(1) 多質点等価せん断型モデルより算出される層剛性は，

設計値と一致することを確認した。 
(2) 設計値および動的解析結果より算出した層せん断力係

数を用いた層剛性を比較した結果，それぞれの層剛性

の誤差は小さかったことから，静的解析を行う際の層

せん断力分布係数の違いが等価せん断モデルの剛性に

与える影響は小さいことを確認した。 
(3) 3 次元部材モデルの静的応答時と動的応答時における

建物の層剛性は，X 方向では 16 層以下，Y 方向では 18
層以下において，静的解析と動的解析の剛性評価が良

い対応を示したが，上層になるにつれて誤差が大きく

なることを確認した。 
(4) 対象モデルの固有周期に合わせた正弦波を使用して動

的解析を行った結果，他の地震波と同様に上層部での

誤差が生じたことから，静的応答時と動的応答時の層

剛性の誤差の原因は高次モードによる影響ではないこ

とを確認した。 
 本報その 2 では，J2 棟の地震応答観測記録から免震層およ

び上部構造の層剛性を算出し設計値と比較する。また，東北

地方太平洋沖地震発生前後における剛性変化の分析を行う。 
謝辞および参考文献は，その 2 にまとめて示す。 
*1 東京工業大学 

(a) X 方向 

(b) Y 方向 
図 9 層せん断力係数の違いによる層剛性と比率 
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1. はじめに 

 本報その 1 では，実建物を再現した多質点等価せん断型モ

デルおよび 3 次元部材モデルを用いて，地震応答時の建物剛

性を算出する手法の検討を行った。その結果，応答加速度お

よび設計質量から算出される層剛性は，多質点等価せん断型

モデルでは精度良く評価できるが，3 次元部材モデルでは上

層になるにつれて誤差が大きくなることを確認した。 
 本報その 2 では，超高層免震建物の地震動観測記録に基づ

き，免震層および上部構造の層剛性を算出し，設計値との比

較を行う。また，対象建物の観測記録の内，免震層の塑性化

を伴う最も大きな変形を観測した東北地方太平洋沖地震発

生前後における建物剛性の変化を分析する。 
 
2. 観測記録の概要 

2.1 観測記録の処理方法 

 J2 棟には免震層に変位計が，上部構造（2FL，7FL，14FL，
20FL）に加速度計が設置されており，検討に用いる観測記録

には以下の処理を行った。加速度計・変位計の観測記録を用

いる際は，計測開始から 100 個のデータの平均値を全体から

引き，初期値の補正を行う。加速度記録は同処理を行った後，

30 Hz より高周波数側をノイズと判断し，30 Hz のローパス

フィルターをかけた 4)。 
2.2 地震動の概要 

 使用する地震動は，本報その 1 で使用した 3 波に加え，東

海道南方沖地震（2009 年 8 月 9 日，M6.9），駿河湾地震（2009
年 8 月 11 日，M6.5），福島県沖地震（2011 年 3 月 22 日，

M6.3）である 7)。表 1 に観測記録の概要を示す。また，J2 棟

単体時の観測記録の内，免震層の塑性化を伴う過去最大の地

震動である東北地方太平洋沖地震（以下，三陸沖地震）発生

前と発生後の剛性の違いを分析するために，三陸沖地震発生

前後かつ，振幅レベルの近いものを採用している。なお，免

震層せん断ひずみは，免震層最大変位を，免震層に設置され

ている直径 1100 mm（12 基，ゴム層厚 215.8 mm）と 1200 mm
（4 基，ゴム層厚 234.0 mm）の天然ゴム系積層ゴムのゴム層

厚でそれぞれ除し，その平均値としている。図 1 に検証する

地震動の X 方向および Y 方向の加速度時刻歴波形を示す。

図 2 に減衰定数 5 %での 3 波の加速度，速度，変位応答スペ

クトルを示す。なお，同図には免震層固定時およびレベル 1
入力時の固有周期を示している。図 2(a)の加速度応答スペク

トルをみると，駿河湾沖地震が最も大きく，ピークは X 方向

において 33.6 cm/s2（周期約 0.4 秒），Y 方向は 25 cm/s2（周

期約 0.4 秒）程度であることが確認できる。これは本報その

1 で示した静岡県東部地震と同程度の入力である。東海道南

方沖地震の最大加速度応答スペクトルは X，Y 方向でそれぞ

れ 22.5 cm/s2（周期 0.27 秒），25 cm/s2（周期 0.35 秒）であり，

福島県沖地震は X，Y 方向でそれぞれ約 5 cm/s2（周期 0.8 秒），

約 8 cm/s2（周期 1.4 秒）と低い入力である。 
2.3 応答記録の概要 

 本報で使用する 3 波の最大応答加速度を高さ方向にプロ

ットし，加速度計設置階の北側に設置されている加速度計の

X 方向および Y 方向の加速度記録を比較する。図 3 に最大

応答加速度の高さ方向分布を示す。20 階の最大応答加速度

表 1 観測記録の概要 

X Y X Y X Y
09/08/09 19:56  東海道南方沖 6.9 6.71 5.33 0.323 0.288 1.47 1.31
09/08/11 05:07  駿河湾沖 6.5 12.5 6.74 0.948 0.829 4.31 3.77
11/03/11 14:46  三陸沖（本震） 9.0 50.1 67.3 6.3 9.71 28.6 44.1
11/03/11 15:15  茨城県沖（余震） 7.7 21.3 26 3.21 6.58 14.6 29.9
11/03/15 22:28  静岡県東部 6.4 14.4 9.64 0.599 0.666 2.72 3.03
11/03/22 18:19  福島県沖 6.3 3.02 3.15 0.110 0.186 0.50 0.85

免震層
最大変位 (cm)

せん断ひずみ
(%)年月日 震源地 M
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 加速度 (cm/s2)
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図 1 加速度時刻歴波形 
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は東海道南方沖地震で 8.06 cm/s2(X 方向)，7.12 cm/s2(Y 方向)，
駿河湾地震で 18.2 cm/s2(X 方向)，16.8 cm/s2(Y 方向)，福島県

沖地震で 3.95 cm/s2(X 方向)，4.09 cm/s2(Y 方向)である。図 3
より，3 波ともに，上部構造の加速度は高次モードの影響と

考えられる分布となっている。 
 
3. 層剛性の算出 

3.1 層剛性の算出方法 

 本報では，免震層および上部構造の地震時の建物剛性を把

握することを目的として，地震発生時に観測された J2 棟の

加速度記録を使用して，各層の剛性を算出する。層剛性の算

出方法は本報その 1 を参照されたい。ただし，J2 棟には加速

度計が 20 層より上層には設置されておらず，21，22 層の加

速度は線形補間により推定することが出来ないため（3.2 節，

後述），20 層と同じ応答をすると考え，21，22 層の質量は 20
層の質量に組み込むこととする。 
3.2 加速度線形補間の概要 
 本報その 1で示したように，J2棟には上部構造（2FL，7FL，
14FL，20FL のみ）に加速度計が設置されている。本報では，

限定された層の加速度記録を用いて，線形補間により全層の

応答加速度を推定し，層剛性を算出する。図 4 に示すように，

加速度計設置階で計測された上層の加速度 )(tXu
 および加速

度設置階で計測された下層の加速度 )(tXl
 を用いて第 i 層の

加速度 )(ˆ tX i
 を，式(1)を用いて推定する。 

kukl

lkuukl
i LL

tXLtXLtX





)()()(ˆ 
     (1)  

 ただし，( u , l ) = ( 7 , 2 ) , ( 14 , 7 ) , 
( 20 , 14 )， kuL ：u層から i層までの

距離， klL ：l層から i層までの距離 
 なお，線形補間後の応答加速度を

用いて地震応答時の各層の剛性を算

出する手法の妥当性を確認するため

に，3 次元部材モデルを用いた動的応

答解析を行い，各層の応答加速度を

出力して算出した層剛性（精解値）

と，線形補間した応答加速度を用い

て算出した層剛性を比較した。その

結果，線形補間により算出した層剛

性は精解値の±10%以内におさまる

ことを確認した。 
3.3 加速度 2 階積分の精度の確認 

 J2 棟の免震層には加速度計だけでなく，大変形用と小変形

用の変位計が北側と南側にそれぞれ設置されている（本報そ

の 1，図 3 参照）。本章では加速度 2 階積分の精度を確認す

るために，2FL と MFL の加速度記録の差から 2 階積分より

算出した免震層変位と，免震層変位計の観測記録を比較する。

なお，北側と南側の加速度波形を比較した結果，本報で使用

する観測記録では，全層において建物に捩れがほとんど発生

していないことを確認したため，以降では建物北側の応答を

使用する。免震層の変位計は変位計の容量および分解能 5)よ

り，北側に設置されている小変形用を使用する。なお，文献

8) では，三陸沖地震，茨城県沖地震，静岡県東部地震におい

て，加速度記録に 0.1 Hz のハイパスフィルターをかけ，加速

度記録の長周期成分を除くことで，積分の精度を得ることを

確認している。本報で使用する 3 波においても 0.1 Hz のハ

イパスフィルターが適していることを確認するため，対象と

する地震動に対して 0.1 Hz のハイパスフィルターをかけ，周

波数領域での積分手法を用いる。図 5 に加速度計および免震

層変位計から得られた時刻歴波形の比較を示す。なお，図示

する時刻歴波形は，3 波それぞれの変位記録のピーク時間を

(a) 東海道南方沖地震 (b) 駿河湾地震 (c) 福島県沖地震 

図 3 最大応答加速度の高さ方向分布 
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含む 10 秒間である。図 5 より，加速度計および免震層変位

計より算出した時刻歴波形は概ね一致していることから，加

速度 2 階積分の精度が確認された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4. 層剛性の算出結果 
4.1 設計値と観測記録より算出した層剛性の比較 
 本節では，異なる振動レベルの地震波において，免震層お

よび上部構造の層剛性が設計値に対してどのような値を示

すのかを分析する。図 6，7 に免震層および上部構造 ( 4，8，
12 層 ) の   - Q の履歴曲線および最小二乗法より算出した

近似直線 iK と設計値との比較を示す。図 6，7 より，免震層

および上部構造の層剛性は，全ての観測記録において設計値

より高いことが確認できる。 
4.2 最大層間変位と層剛性 

 図 8 に，免震層および上部構造 ( 4，8，12 層 ) における

最大層間変位と，設計値と観測記録より算出した層剛性の比

較 ( iDi KK  ) を示す。なお，三陸沖地震および茨城県沖地

震による免震層の最大層間変位は，X，Y 方向ともに鋼製ダ

ンパーの弾性限でプロットしている。図 8 より，免震層およ

び上部構造では，X，Y 方向ともに振幅が大きくなると剛性

が低くなり，振幅依存性が確認できた。また，図 8 において

振幅レベルが同程度であり，三陸沖地震発生前後である東海

道沖および福島県沖，駿河湾沖および静岡県東部，三陸沖お 
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よび茨城県沖の 3 ケースの地震波をそれぞれ比較する。図 8
の免震層において，駿河湾沖および静岡県東部地震での剛性

の低下が著しく，三陸沖地震発生後は，発生前と比較して X，

Y 方向ともに約 1.5 倍剛性が低下していることが確認できる。

また，東海道南方沖および福島県沖の Y 方向，三陸沖および

茨城県沖の X，Y 方向においても発生前後で剛性の低下が見

られる。鋼材ダンパーおよび積層ゴムの剛性が小変形で低下

するという文献は見られないため，取り付け部材などの軽微

な損傷が発生したものと思われるが，詳細な追求は今後の課

題といえよう 3)。上部構造においては，三陸沖地震発生前後

における剛性の低下は X，Y 方向ともに最大 1.1 倍程度であ

り，部材の塑性化の影響による剛性低下は見られなかった。 
 
5. まとめ 

 本報では，超高層免震建物 J2 棟の地震動観測記録に基づ

き，免震層および上部構造の層剛性を算出し，設計値との比

較を行った。また，対象建物の観測記録の内，免震層の塑性

化を伴う最も大きな変形を観測した東北地方太平洋沖地震

発生前後における建物剛性の変化を分析した。以下に得られ

た知見を示す。 
(1) 免震層および上部構造に関して，振幅が大きくなると

剛性が低くなり，建物の振幅依存性を確認した。 
(2) 東北地方太平洋沖地震発生後における免震層の剛性は，

発生前と比較して X，Y 方向ともに最大約 1.5 倍低下す

ることを確認した。 
(3) 上部構造に関して，東北地方太平洋沖地震発生後にお

ける層剛性の低下は X，Y 方向ともに最大 1.1 倍程度で

あり，部材の塑性化の影響による剛性低下は見られな

かった。 
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